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国民に広く鍼灸医療を利用してもらうためには

今、鍼灸界は何をしなければならないのか

― 鍼灸医療に関するアンケート調査からの一考察一

織編  受療意向について

明治鍼灸大学健康鍼灸医学教室 矢野 忠 明治鍼灸大学臨床鍼灸医学 I教室 石崎直人

明治鍼灸大学生理学教室 ;1き由撻苛

1.は じめに

情報収集・分析・戦略の組み立てといったプ

ロセスは、どの業界においても必要不可欠であ

る。 しかし、これまで鍼灸医療界においては、

実働 している鍼灸師の人数、治療を受けた受療

者数、治療費などの基礎統計が正確に把握 され

ていなかった。我々は、鍼灸医療の基礎情報を

把握すべく、財団法人東洋療法研修試験財団の

研究助成により2002年度、2003年度、2004年度

の 3回にわたり鍼灸医療の利用状況に関する調

査を実施 した。そして、調査研究から得られた基

礎情報および受療者から見た鍼灸医療の実態に

ついては、本誌2005年 9月 、10月 、12月 、2006年

1月 、4月 、5月 、6月号の 7回にわたり紹介 し、

それらの情報の意味することについて我々の見

解を述べてきた1-つ 。

今回 (総集編 1)と 次回 (総集編 2)では、

第 4回 目の調査の報告と、第 1回 日からの調査

の総括を述べる。

2.第4回目の調査の意義

2002年度 (第 1回 目調査)か ら2004年度 (第

3回 目調査)ま での 3回にわたる調査で、鍼灸

治療の利用状況や受療者の特性、さらに鍼灸治

療経験者及び未経験者の意識などについて調査

してきた1~つ 。その結果、鍼灸治療の年間利用

率は 6～ 7%の範囲内で厳しい状況にあること

が明らかになったが、潜在的な受療意向は14～

23%と 必ずしも少なくないことも分かった。従

って、鍼灸医療の需要を喚起するためには、潜

在需要を顕在化させることであるが、そのため

には鍼灸治療未経験者の受療意向に関わる要因

について調査することが必要であると考え、第

4回 目の調査 (2005年度、実施日は2006年 3月 )

を実施した。

一般論として鍼灸医療の受療行動に関わる要

因には、プラスの要因とマイナスの要因とがあ

る。単純な論理であるが、需要喚起を図るには

マイナスの要因を少なくし、プラスの要因を増

やすことが必要である。特にプラス要因は重要

で、それらがどの程度受療行動に影響を及ぼす
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のかを知ることは需要喚起を促すうえで大変重

要である。

そこで、これまでの調査結果をもとに鍼灸医

療の受療行動に関わるプラス要因を挙げ、それ

らが「満たされた」「克服された」と仮定した

場合の受療行動について調査した。

3.調査方法と結果

1)調査方法 と調査期間

今回の調査は2006年度の財団法人東洋療法研

修試験財団の委託研究によって行われたもので

ある。調査期間 (2006年 3月 )お よび調査方法

(全国20歳以上の男女から年齢及び地区別に比例

抽出した2000人 を対象とした面接調査)はこれ

までと同様とした。2000人のうち1346人 (67.3%)

が回答した。その内訳は、男性は638人、女性は

708人であった。平均年齢 (標準偏差)は 52(16)

歳 〔男性52(16)、 女性51(16)〕 であった。

質問の内容は、年齢、性別、職業、学歴の基

本情報、鍼灸治療経験状況に加え、マイナス要

因が克服された場合の受療意向 (①清潔 。安全、

②施術に伴う苦痛、③適応症の情報、④仮定の

症状に対する効果、⑤施術者の専門性の情報、

⑥施術者のレベル、⑦健康維持・増進効果、⑧

ス トレス解消・リラックス効果、⑨公的保険の

適用、⑩医療機関内での受療)、 鍼灸治療を受

けたいと思う状況、鍼灸治療を受ける場合の条

件についてである。

2)鍼灸医療の受療率 について

表 1は、鍼灸医療の受療率の推移を示す。今

回の調査では 1年間に鍼灸治療を受療した者は

89人で6.7%で あった。これは、過去の調査結果

(第 1回～第 3回 )と おおむね同じ結果であっ

た。すなわち、現在の我が国においては表 1に

示すように、 1年の間に鍼灸治療を受ける者は

20歳以上の国民では 6～ 7%の範囲内であるこ

とが分かった。20歳以上の国民を約 1億人とす

れば、600万人～700万人の範囲内が 1年間に鍼

灸治療を受ける人数になる。

表 1 1年間における鍼灸治療の利用状況

*現在通院中と答えた者は41人 (3.0%)、 過去 1年以内に受療 した者は48人 (3.6%)で 、合
計すると全体の6.7%(四 捨五入のため3.0%と 3.6%の 単純な和を超える)が過去 1年以内
に受療 したことになる (自宅利用者を含めると1年以内の利用者は8.0%)。

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度

(第 1回 目) (第2回 目) (第3回 日) (第4回日)

実施 日 20034「 3月 2004年 3月 2005年 3月 2006年 3月

調査対象人数 (人 ) 2000 2000 2000 2000

有効回答人数 (人 ) 1420 1338 1337 1346

受療者人数 (人 ) 92 63 85 89

受療率 (%) 6.4 4.7 6.4 6.7*
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図 1 慢性閉塞性肺疾患に対する鍼治療の研究9






